
 

 

習 志野市告示第８４号  

 改正  平 成 ２ ３ 年 ３ 月 １ 日 告 示 第 ６ ９ 号 

改正  平 成 ２ ４ 年 ７ 月 ９ 日 告 示 第 １ ９ ４ 号 

改正  平 成 ２ ６ 年 ４ 月 ３ ０ 日 告 示 第 １ １ ４ 号 

改正  令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 告 示 第  ８ ６ 号 

改正  令 和 ３ 年 ３ 月 ２ ４ 日 告 示 第  ３ ５ 号 

改正  令 和 ４ 年 ５ 月 ９ 日 告 示 第 １ ５ ９ 号 

改正  令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 告 示 第 ９ ２ 号 

 

 

習志野市木造住宅耐震診断費補助金交付要綱  

 

（趣旨 ） 

第 １条  この要綱は、建築物の安全性の向上を図ることにより災害に強いまちづくり

を推進するために、習志野市木造住宅耐震診断費補助金 （以下 「補助金 」とい

う。）を予算の定めるところに従って交付することについて、習志野市補助金等交

付規則 （平成 ２０年規則第１２号 。以下 「交付規則 」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義 ） 

第 ２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１)  木造住宅  次に掲げる全ての要件を満たす住宅をいう。 

  ア 本市に存すること。 

  イ 平成 １２年 ５月 ３１日以前に建築し、又は着工された一戸建ての住宅又は

併用住宅 （居住の用に供する部分の床面積が、延べ面積の２分の１以上

のものに限る。）であること。 

ウ 柱 、はり等の主要構造部が木材の在来軸組構法及び枠組壁工法 （２×４

工法 ）によって建築された建築物 （建築基準法の一部を改正する法律 （平



成１０年法律第１００号 ）による改正前の建築基準法 （昭和２５年法律第２

０１号 ）第 ３８条の規定に基づき、建設大臣の認定を受けた建築材料又は

構造方法によって建築されたものを除く。）であること。 

エ 地上階数が２以下であること。 

(２ )  木造住宅耐震診断士  市長が別に定める習志野市木造住宅耐震診断士

登録等要領に基づき登録された者をいう。 

(３ )  木 造住宅耐震診断  木造住宅耐震診断士が「木造住宅の耐震診断と補

強方法 （改訂版 ）」（一般財団法人日本建築防災協会発行 ）に記載された一

般診断法又は精密診断法により地震に対する木造住宅の安全性を診断する

ことをいう。 

（補助対象者 ） 

第 ３条  補助金の交付を受けることができる者 （以下 「補助対象者 」という。）は、木

造住宅耐震診断を受ける者であって、次 に掲げる要件 を満たすもの（一の木造

住宅を所有するものが２人以上いる場合は、その者らが代表者として選任したも

のに限る。）とする。 

 (１ )  住民基本台帳法 （昭和 ４２年法律第８１号 ）に基づく本市の住民基本台帳

に記載されていること。 

(２)  木造住宅を所有し、かつ、居住していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の交付を受けたことがある者に対しては、補

助金は交付しないものとする。 

（補助対象経費等 ） 

第 ４条  補助の対象となる経費は、木造住宅耐震診断に要する費用とする。 

２ 補助金の額は、木造住宅耐震診断に要する費用に３分の２を乗じて得た額 （そ

の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額 ）とする。ただし、

８０，０００円を限度とする。 

（交付申請 ） 

第 ５条  交付規則第 ５条の規定により補助金の交付 を申請しようとするときは、木

造住宅耐震診断に係る契約を締結する前に、習志野市木造住宅耐震診断費

補助金交付申請書 （別記第１号様式 ）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出

しなければならない。 



(１)  木造住宅の登記事項証明書又は木造住宅の所有者及び建築年月日を確

認できる書類  

(２)  木造住宅耐震診断に要する費用の見積書の写し 

(３)  その他市長が必要と認める書類  

（代理受領 ） 

第 ６条  市長は、交付規則第 ８条第１項の規定により補助金の交付の決定を受け

た者 （以下 「交付決定を受けた者 」という。）からの委任に基づき、交付決定を受

けた者に支給されるべき額の限度において、交付決定を受けた者に代わり、木造

住宅耐震診断を行った木造住宅耐震診断士 （以下 「診断を行った者 」という。）

に当該補助金を支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払いがあったときは、交付決定を受けた者に対し、補助金

の支給があったものとみなす。 

３  交 付決定を受けた者から補助金の受領の委任を受けた診断を行った者 （以下

「代理受領者 」という。）は、当該交付決定を受けた者から、第 ４条第 １項の費用

から補助金の額を差し引いた額の支払いを受けるものとする。 

４ 代理受領者は、前項の規定により支払いを受けたときは、交付決定を受けた者

に対し、当該支払いを受けた額に係る領収書を交付しなければならない。 

 （実績報告 ） 

第 ７条  交付規則第１６条の規定により実績報告をしようとするときは、習志野市木

造住宅耐震診断費実績報告書 （別記第２号様式 ）に、次に掲げる書類を添えて

市長に提出しなければならない。 

 (１)  木造住宅耐震診断結果報告書  

 (２)  木造住宅耐震診断に要した費用の請求書の写し 

 (３ )  木 造住宅耐震診断に要した費用の領収書又は前条第４項の領収書の写

し 

 （交付の請求書 ） 

第 ８条  交付規則第 １９条の規定により補助金等の交付の請求をしようとするとき

は、習志野市木造住宅耐震診断費補助金交付請求書 （別記第３号様式 ）を市

長に提出しなければならない。この場合において、代理受領者が補助金を受領す

る場合は、委任状 （別記第４号様式 ）を添えなければならない。 



 （申請書等 ） 

第 ９条  交付申請書、実績報告書及び交付請求書の様式は、交付規則第５条第

３項 、第１６条第 ２項及び第１９条第 ３項の規定により、この要綱に規定する別記

第１号様式、別記第２号様式及び別記第３号様式によるものとする。 

（補  則 ） 

第 １０条  この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附  則   

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附  則 （平成２３年３月１日  告示第６９号 ） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附  則 （平成２４年７月９日  告示第１９４号 ） 

この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

附  則 （平成２６年４月３０日  告示第１１４号 ） 

この要綱は、平成２６年５月１日から施行する。 

附  則 （令和２年３月３１日  告示第８６号 )  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

附  則 （令和３年３月３１日  告示第３５号 )  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則 （令和４年５月９日  告示第１５９号 )  

この要綱は、令和４年５月９日から施行する。  

附  則 （令和６年３月２９日  告示第９２号 )  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 

 



別  記  

第 １号様式 （第 ５条 ） 

(第 １面 ) 

習志野市木造住宅耐震診断費補助金交付申請書  

 

  年   月   日   

習志野市長  宛て 

 

                       申 請者  住    所 

    (フリガナ) 

                             氏    名                      

       電 話 番 号 

 

木造住宅耐震診断費補助金の交付を受けたいので、習志野市補助金等交付規則に

より、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

なお、補助金の交付要件確認のため、「住民票の記載事項 」について、調査することに

同意します。 

 

 

 

１ 補助金の交付申請額                 円        （（C）を記入 ） 

 

 

２ 補助金の額の算定  

   耐震診断に要する費用の見積額 （A） 

   （A）              円 ×２／３＝（B）           円  

※ (B )は、1 ,000 円未満の端数を切り捨てた額を記入  

 

    

   （B）と 80 ,000 円のいずれか少ない額  （C）           円  

 

 

３ 耐震診断の着手予定年月日           年   月   日  

完了予定年月日           年   月   日  

 



(第 ２面 ) 

４ 建物概要  

建物所在地 ※１   

用 途  □一戸建ての住宅  

□併用住宅 （□店舗  □事務所  □その他 ） 

規  模  

（床面積 ） 

階  住宅部分  住宅以外の部分  合計  

2 階       ㎡     ㎡      ㎡ 

1 階       ㎡     ㎡      ㎡ 

合計  （Ａ）      ㎡     ㎡ （Ｂ）      ㎡ 

      （Ａ）÷（Ｂ）×100＝      ％ 

建築年月日 ※２  年     月     日  

 

 

５ 木造住宅耐震診断士  

 習志野市木造住宅耐震診断士登録    第      号  

 資  格   （     ）建築士 （    ）登録  第       号  

    千 葉県主催の既存建築物耐震診断 ・改修講習会 （木造 ）講習会  

        受 講年度      年 度  

        受 講番号      番  

所  属 （千 葉県 建築 士事務所協会習志野支部 ・千 葉県 建築士会習志野支部 ）  

氏  名  

事務所名  （    ）建築事務所 （    ）知事登録       号  

所在地  

電話番号      

備  考  

６ 添付書類  

 （１）木造住宅の登記事項証明書又は木造住宅の所有者及び建築年月  

日を確認できる書類  

 （２）木造住宅耐震診断に要する費用の見積書の写し 

 （３）その他市長が必要と認める書類  

※１建物 所在 地には、建物 がある土地 の地名地番 を記 入すること。  
※２建築 年月 日には、確認 通知 日又は着工日 を記入すること。  
 

 



第２号様式 （第 ７条 ） 

 

習志野市木造住宅耐震診断費補助金実績報告書  

 

  年   月   日   

習志野市長  宛て 

 

         申 請者  住 所 

                   (フリガナ) 

                                    氏 名                  

                電 話 番 号 

 

   年   月   日付け習志野市指令    第   号 により、習志野市木造住宅耐震診

断費補助金の交付決定の通知を受けた木造住宅耐震診断が完了したので、習志野市

補助金等交付規則により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 

１ 補助金の額   円  

２ 着手年月日  年     月     日  

３ 完了年月日  年     月     日     

４ 添付書類  (１)  木造住宅耐震診断結果報告書  

(２)  木造住宅耐震診断に要した費用の請求

書の写し 

(３)  木造住宅耐震診断に要した費用の領収

証の写し 

５ 習志野市木造住宅耐震診断費

補助金交付要綱第６条の規定に

より補助金の受領を委任した額  

                 円                            

 

 

 

 



第３号様式 （第 ８条 ） 

 

習志野市木造住宅耐震診断費補助金交付請求書  

 

  年   月   日   

習志野市長  宛て 

 

         申 請者  住 所 

                   (フリガナ) 

                                    氏 名                 印  

               電 話 番 号 

 

習志野市補助金等交付規則により、習志野市木造住宅耐震診断費補助金の交付を

次のとおり請求します。 

 

 

 

１ 指令年月日   年   月   日  ２ 指令番号  習志野市指令    第     号  

３ 交付決定額  円    

４ 交付確定額  円    

５ 交付請求額  円    

 

 

６ 

金融機関名  

支店名  

  
預金区分  1普通 ・2当座 ・3貯蓄  

（フリガナ） 

口座名義  

  
口座番号  

  

 

 

 



 

第４号様式（第８条） 

委  任   状  
 

   年    月    日  

  

習志野市長  宛て 

 

（委任者）   住   所                         

 

氏   名                       印  

 

電話番号                        

 

 

私は、習志野市木造住宅耐震診断費補助金              円について、下

記の者に受領の権限を委任します。 

 

 

記  

 

（受任者） 

住   所                         

 

氏   名                         

 

電話番号                        

 

 

振  込  先  

金融機関名                        

 

本 ・支店名                   本 ・支店  

預金種別      普通   ・  当座   ・  貯蓄  

 

口座番号                         

（フリガナ） 

口座名義                         

 


